









































































科医師会及び日本医療団の解散等に関する法律」（1947 年 10 月 31 日）によって戦後に一旦解散となった日本医師
会は，再建後しばらくは「民主化に対する虚脱，戦時体制への惰性」の状態が続き，そこから脱却して診療報酬引


































つており，その空床率は國立病院三三 %，國立療養所三九 % に達」しているような状態であった。
　このような深刻な人手不足が生じた背景としては，①元軍医の公職追放，②結核等への感染によ
る病欠者の続出，そして③癩病患者への社会的偏見の問題があったと考えられる。まず，元軍医の












とされ，最終的に 1948 年 4 月 30 日をもって公職追放該当者の全てが退職する結果となった。な
お，1947 年 8 月 4 日現在においてすでに公職追放該当者の約 70% は退職しており，国立病院に在
職する旧正規陸海軍将校及び特別志願将校の数は 614 人だったというから，公職追放対象者の総数
を概算してみると 614 人 ÷（1 － 0.7）≒ 2,050 人程度だったと思われる（4）。厚生省医務局編（1955，

























（6）　『朝日新聞』1947 年 11 月 19 日付。なお，記事中の東京第一陸軍病院は当時すでに国立東京第一病院に改称さ
れていた。
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入院患者へ十分な医療が提供できない現状などへの危惧を訴えて，1948 年 2 月 19 日には国病が，
















































































































































出所：『全医療新聞』第 33 号，1948 年 12 月 11 日
　先の建議書でも言及された通り，人手不足問題の中心は初任者の早期離職にあった。この点を踏
まえ，ここで本俸初任給に対する加俸の影響を試算しておきたい。例えば，1948 年 12 月から切替
えの 6,307 円ベースの国家公務員俸給表において，病院・療養所の看護婦（専門学校令による看護
婦専門学校卒業者）の初任給は 5 級 1 号 3,565 円に格付けられていた。癩療養所勤務だと 6 号俸加
算なので 5 級 7 号 4,223 円となり，本俸は 18.5% 増しであった。結核療養所勤務だと 3 号俸加算な
ので 5 級 4 号 3,880 円となり，本俸は 8.8% 増しであった。また大卒医師の初任給は 7 級 1 号 5,145
円に格付けられていた。癩療養所勤務だと 4 号俸加算の 7 級 5 号 5,760 円となり，本俸は 12.0% 増
（19）　『全医療新聞』第 34 号，1948 年 12 月 18 日付。












になった。すなわち，「政府職員の新給与実施に関する法律の一部を改正する法律」（1948 年 12 月
22 日）において「俸給の調整額は，その調整前における俸給の月額の百分の二十五をこえてはな
らない」（第 15 条第 2 項）とされた。また，1957 年の大改訂の結果，国家公務員俸給表は 15 級制
から 8 等級職階制へと移行し，医療従事者の本俸は職階別に医療職俸給表（一）～（三）として定
められたが，このとき調整額の支給方法もそれまでの号俸加算方式から調整数方式へと変更され，









きた。表 2 の下に注で記したように，1964 年からは比較の方式が変更されているため較差の推移
を見る際には注意が必要ではあるが，1970 年代に入るまで，医療職のうち民間に比べて給与水準
がもっぱら高かったのは，医療職俸給表（三）が適用される看護職であった。病院スト発生直前の
1959 年について見ると，公務員給与＝ 100 としたときの民間の給与水準は 78.8 であり，民間の給










『国家公務員給与支払状況等調査』から，民間については 1959 年 3 月に実施された『職種別民間給
与実態調査』から学歴や年齢などを揃えたうえで基準内給与を比較して算出されたものであり，具
体的な官民較差の算出手順を示すと（A）公務員給与＝ 14,680 円，（B）民間給与＝ 11,570 円とした
ときに，100 －（B）÷（A）×100 ≒ 21.2% となる（人事院事務総局編 1959，30）。
　ところで，人事院『国家公務員給与支払状況等調査報告書』には俸給に占める調整額が掲載され
ており，医療職俸給表（三）では 898 円だったことがわかる（表 3）。ここから基準内給与に占め
る調整額の割合を計算すると 898 ÷ 14,680 × 100 ≒ 6.1% となる。この 6.1% という値は一見する
と小さいようにも見受けられるが，先の基準内給与による官民給与較差のうち調整額による効果を









職種 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966
医療職俸給表（一）関係 133.4 137.7 135.3 137.9 141.4 138.1 135.6 143.5
医療職俸給表（二）関係 101.4 105.9 102.1 107.1 103.8 106.3 108.4 108.1
医療職俸給表（三）関係 78.8 81.2 81.4 87.1 84.1 88.3 91.6 91.7
職種 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973
医療職俸給表（一）関係 152.5 150.3 150.4 152.5 145.9 132.4 125.9
医療職俸給表（二）関係 108.6 107.0 105.3 103.4 107.2 107.2 111.2
医療職俸給表（三）関係 91.0 92.0 92.3 94.1 95.0 96.1 100.4
注 ：公務員＝ 100 としたときの民間の給与水準を示す。比較の資料について，国家公務員については 1959 年のみ
『国家公務員給与支払状況等調査』，それ以外は『国家公務員給与等実態調査』，民間については『職種別民間給与
実態調査』が用いられている。基準内給与の比較。なお，1951 年以降一貫して事業所規模 50 人以上の民間労働者
を対象に行われてきた官民給与の比較だったが，1964 年には事業所規模 50 人以上かつ企業規模 100 人以上の者の
みを対象として比較する方式となり，1965 年以降は『職種別民間給与実態調査』の調査対象自体が事業所規模 50
人以上企業規模 100 人以上に変更されている（人事院編 1968，216-217）。
出所：人事院編『年次報告書』各年版より筆者作成。






















　さて，先の『国家公務員給与支払状況等調査』では 1957 年 1 月から 12 月までの年間給与所得が
尋ねられているが，図 1 ではその内訳を示した。当時の手当制度のうち，俸給が算定の基礎となっ
たものとしては遠隔地手当，寒冷地手当，超過勤務手当，休日給，夜勤手当，期末勤勉手当があっ
たが（人事院編 1968，238-256；大蔵省主計局給与課監修 1973，538-543），図 1 からは年収ベー
スで給与に占める割合が高かったのは超過勤務手当と期末勤勉手当であり，これらと俸給を合わせ
ると年収の 91.4% に達していたことがわかる。いま，1957 年における平均俸給額と調整額の比率
が表 3 で示した 1958 年 7 月時点のものと同じであったと仮定して，調整額が超過勤務手当や期末
勤勉手当に与えた影響を試算してみよう。まず，期末勤勉手当について，大蔵省主計局給与課監修
（1973，542）によれば 1957 年の期末勤勉手当の支給水準は 2.55 ヶ月分（25）だったので，調整額の効











注 ：括弧内の数字は構成比を示し単位は %。医療職俸給表（三）が適用される 16,488 人に対して




果は 66.0%÷12×898÷12849×2.55 ≒ 0.98% と計算される。次に，超過勤務手当についてみると，
調整額の効果は 9.08%×898÷12849 ≒ 0.63% と計算される。俸給に占める調整額の効果は 66.0%×





かったことの 2 点を指摘しておきたい。まず前者について，1964 年 1 月 15 日現在の俸給表別の調
整数適用者の分布を示した表 4 を見てみると，医療職ではいずれも全従事者の 50 ～ 60% が調整の
対象者であったことがわかる。国家公務員全体で見た適用率がおよそ 11% であったことと比べれ
ば，医療職への適用率が際立って高かったことが読み取れる。次に，適用調整数の分布を見てみる





1 2 3 4 5 6
計
459,622 52,009 14,318 16,939 14,747 703 4,293 1,009
11.32 3.12 3.69 3.21 0.15 0.93 0.22
行政職俸給表（一） 233,910
14,526 11,699 2,358 361 4 10 94
6.21 5.00 1.01 0.15 0.00 0.00 0.04
行政職俸給表（二） 66,570
7,740 1,227 3,581 2,086 53 427 366














6,670 412 6,111 10 136








28 1 18 9
0.30 0.01 0.19 0.10
医療職俸給表（一） 3,973
2,373 331 1,631 12 304 93 2
59.73 8.33 41.05 0.30 7.65 2.34 0.05
医療職俸給表（二） 4,743
2,561 315 2,076 1 96 29 44
54.00 6.64 43.77 0.02 2.02 0.61 0.93
医療職俸給表（三） 23,001
12,355 238 211 11,347 43 14 502




出所：人事院『国家公務員給与等実態調査報告書　昭和 39 年』第 4 表および第 5 表より筆者作成。
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と，医療職の中でも相対的に賃金水準の低い看護職で適用調整数の値が大きかったことがわかる。










　実際，日本看護協会が 1960 年 5 月に 100 床以上の病院・療養所 201 施設に勤務する看護婦（看
護人，看護助手，免許申請中の者は除く）を対象に実施した調査の結果（26）から，正看護婦の給与
額を見てみると（表 5），国立（厚生省）の一般病院を 100 とした時の精神病院の給与水準は 70.5
と計算され，表 2 が示す水準以上の給与較差が存在していたことが読み取れる（27）。特に，国立一般
病院の精神科病棟に勤務する看護婦には調整額制度によって 3 調整数（つまり俸給の 12% 増額）
（26）　同調査では 195 施設 9,261 人から回答が得られており，施設数で見た回収率は 97% と極めて高い（日本看護協
会看護婦会編 1961，6）。




だろう。実際，表 5 から一般病院の正看護婦の平均給与額を見てみると，国立（厚生省）の 17,929 円，国立（厚














注：精神病院の開設者は都道府県・市町村が 4，公益法人が 4，その他法人が 2，個














































　病院ストを経て多くの民間医療機関労組が 1960 ～ 1961 年にかけて賃金増額を勝ち取ったことも
あり，表 2 が示す通り看護職では 1962 年以後，基準内給与に関する官民の給与較差は大幅に縮む






























（29）　1995 年 7 月時点で日本看護協会会員が在籍する全国 5,736 病院の看護部長（総婦長）を対象に，1995 年 10 月
時点で実施された。有効回収票は 3,026，有効回答率は 52.8% であった（日本看護協会編 1997，17）。
特殊勤務手当をめぐる国立病院・療養所の労働組合運動（西村　健）
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